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施したので、同法第１９９条第９項の規定により、その結果を次のとお

り報告する。 
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令和４年度定期監査報告書 

 

Ⅰ 適用した監査基準 

  本定期監査は、大仙市監査委員監査基準に準拠して実施した。 

 

Ⅱ 監査等の種類 

  定期監査（地方自治法第 199条第 4項） 

 

Ⅲ 監査の対象 

１ 監査の対象部署 

部等 課・室等 機関等

総務課 アーカイブズ

秘書課

総合政策課

広報広聴課

市民部 生活環境課 消費生活センター，市民活動交流拠点センター

高齢者包括支援センター 医療介護連携室

健幸まちづくり推進室

コロナワクチン対策室

農林部 農林整備課 市営水産ふ化場

経済産業部 商工業振興課

観光文化スポーツ部 温泉施設対策室 中里温泉，柵の湯

用地対策課

建築住宅課

教育総務課

神岡中央公民館

南外公民館

仙北公民館

総合図書館

経営管理課

水道課

地域活性化推進室

市民サービス課

農林建設課

地域活性化推進室

市民サービス課

農林建設課

地域活性化推進室

市民サービス課

農林建設課

神岡支所

南外支所

仙北支所

上下水道局

総務部

企画部

健康福祉部

建設部

教育委員会事務局
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２ 監査の対象期間 

   令和 4年 4月 1日～令和 4年 9月 30日 

   ※必要に応じて対象期間以前及び対象期間以降監査日までの状況も対象とした。 

 

Ⅳ 監査の着眼点 

財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理が、適正かつ効率的に行われているか 

どうかを主眼として実施した。 

 監査の主な着眼点は次のとおりである。 

   ア 事業の進ちょく状況 

   イ 予算の執行状況（収入率、執行率） 

   ウ 収入事務 

   エ 支出事務 

   オ 契約の状況 

   カ 債権の管理状況 

   キ 団体事務局の口座等の状況 

   ク これまでの監査意見への改善状況 

 

Ⅴ 監査の主な実施内容 

１ 書面審査 

大仙市監査委員監査基準に基づき、下記の事項について監査対象部署から関係資料等の提

出を求め、書面審査を行った。 

（1） 業務の概要（職員の配置及び主要事業等） 

（2） 歳入及び歳出予算の執行状況 

（3） 契約の状況（業務委託、工事請負） 

（4） 滞納債権の状況 

（5） 団体事務局口座の管理状況 

 

２ 予備監査 

予備監査として事務局職員が対象部署へ出向き、関係諸帳簿類等の審査を行った。 

 

３ 本監査 

予備監査終了後、監査委員による本監査として、対象部署に対して対面による質疑及び関

係帳簿類等の審査を行った。 

 

Ⅵ 監査の実施場所及び日程 

１ 実施場所 

予備監査は対象部署に属する施設内等で行い、本監査は監査委員事務局において実施した。 
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２ 日程 

   ９月３０日  長等への監査の実施通知 

  １０月１１日  各部署への監査の実施通知 

  １１月１０日～１１月１８日  予備監査 

  １２月 ９日～１２月２６日  監査委員による本監査（対面監査） 

   １月１９日  監査結果の報告 監査委員合議 

   １月２０日  部長講評 

   １月２７日  監査結果報告書の提出 

 

Ⅶ 監査の結果 

 上記Ⅳ及びⅤにより監査した限りにおいて、監査の対象となった事務は概ね適正に執行され 

ていると認める。 

 

Ⅷ 監査の意見 

次に述べる意見は、条例、規則その他規程等に定められた事務の処理に関することである。 

そうした定めは、市行政の公正の確保、透明化等を図るため、市として統一して処理する必

要があることを背景としているものと考えられる。 

そうした定めは、固定的なものではなく、情勢の変化に対応し、的確に改められていくべき 

ものではあるが、事務の処理に当たっては、職員一人ひとりはもとより組織としてそれに従

って適切に処理することが必要である。 

また、意見の多くは、これまでの監査において然るべき対応方を求める意見を述べてきた

事柄について、従前と同様の取扱いのままとなっているものに関するものである。 

市においては、適切な事務の処理に向け、職員及び組織に対し注意喚起するなど実効性の

ある対策を講じられたい。 

 

１ 会計伝票の適切な起票及び整備について 

伝票の起票について、次の事項が見受けられたので、財務規則、歳出節解説及び公共料金

等支払事務の手引等に基づき改善されたい。 

（1）支出負担行為書の起案日に誤りがあるものが見受けられたこと。 

（2）公共料金等の支出負担行為兼支出命令書において、添付書類に検査確認した年月日及 

び確認者の記載漏れが見受けられたこと。 

（3）令和 4 年 4 月 1 日より開始された電子決裁に伴い、紙の請求書原本又はデータの請求 

書を印刷したものにより検査確認をした場合、それらに支出命令番号、支出日を明記し 

款項目順に保管することとされているが、支出命令番号、支出日の記入がされていない 

ものが散見された。 

会計課で作成された「電子決裁化に伴う事務処理の変更及び留意事項について」に基 

づき適正に整備されたい。 

（4）資金前渡精算書について、令和 3 年度の事務の移管に伴い、支出決定権者が市長部局 

の課長であるところを未だ公民館長としているものがあったこと。 
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（1）、（2）及び（4）の事項については、昨年度の定期監査においても同様の意見を出して

いるところであり、今後は再発防止を徹底し、適切な事務の執行に努められたい。 

  

２ 補助金の交付決定通知書について 

   補助金の交付決定通知書について、令和 4 年度の財政援助団体等監査においても意見を出し 

ているところであるが、次の事項が見受けられたので、大仙市補助金等の適正に関する条例 

（以下「条例」という。）に基づき改善されたい。 

（1）条例第 7 条に規定する交付条件が記載されていないものがあったこと。 

   （2）債務の確定前に支払う場合は「概算払」であるが、本来「概算払」と表記すべきとこ

ろを「前金払」と表記しているものがあったこと。 

   （3）補助金等交付申請者の名称等について、法人名及び代表者の職名を明記されていない 

ものがあったこと。 

 

３ 契約事務について 

公文書管理規則、財務規則及び契約事務マニュアル等をもとに監査を行ったところ、次の 

事項が見受けられたので改善されたい。 

（1）工事請負契約書類の文書保存年限は、3 年以上の年限が定められているが、1 年とし

ているものがあったこと。 

（2）業務委託契約の関係書類の全部又は一部が、契約書綴りとは別の文書ファイル（一般

文書）に綴られていたこと。 

（3）業務委託契約書の作成において、契約権者としての市長印を押印していないものがあ

ったこと。併せて、当該契約書が所定の文書ファイルに綴られていなかったこと。 

（4）大仙市地域再生可能エネルギー導入目標等策定業務委託について、公募型プロポーザ

ル方式による選定過程における技術提案書の特定者を選定する選定委員会の会議録及

び技術提案書の特定者との業務仕様等に関する協議記録が作成されていなかったこと。 

 

（4）については、昨年度の行政監査においても同様の意見を出しているところであるが、 

事後における疑義の発生を防止するために必要なものであることから、記録の作成を徹底さ 

れたい。 

また、上記事項はすべて基本的な事柄であることから、担当者は当然であるが、所属長、 

   班長等は、適宜処理状況を確認し、状況に応じて的確に対処するよう、文書管理を含む契約 

事務の適正な執行に努められたい。 

 

４ 団体事務局の経理について 

  団体事務局の経理について、次の事項が見受けられたので、「大仙市任意団体の事務を担任

する場合の事務及び会計取扱規程」に基づき改善されたい。 

（1）現金を受領後、一定期間を経てから口座に入金していること、また、出金後支払遅延 

となっているものが見受けられた。入金や支払までに必要以上の期間現金が滞留してい 

ることは、紛失や盗難のリスクが生じる原因となることから速やかに処理されたい。 
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（2）現金による支払において、事務局職員が立替えて支払っている事例が見受けられた。 

立替払いは行わないことが原則であるが、やむを得ず立替えた場合は、その経緯等に 

ついて記載のうえ、速やかに精算するなど適正な事務処理をされたい。 

（3）伝票の起票において、口座への入金日が異なる収入についてまとめて起票されている 

ものがあったこと。 

（4）添付書類において、請求書の宛名が団体と相違しているもの、領収書に日付の記載が 

ないものがあったこと。 

（5）一時出金の精算書において、精算内容が明記されておらず起票内容が不適切なものが 

あったこと。 

 

（1）及び（2）の事項については昨年度の定期監査においても同様の意見を出しているとこ 

ろであり、全庁的に事務手続きを適正に処理する意識を保持するよう指導を徹底されたい。 

 

  

 ( 以 上 ) 


